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Akira Okamoto, Tax Policy for Aging Societies: 
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用が下がり，社会的厚生が改善される。次にxの標準偏差を変更してゆくと，標準偏差を低くした場
合は，さらに資本蓄積水準は上がり，低所得層の効用も上がり，高所得層の効用は下がって，社会的
厚生水準も大幅に上昇する。したがって労働所得税は比例よりも累進が望ましく，累進度は高めた方
がよいこと，このとき税制以外の手段で労働の稼得能力間の不平等を縮小する方策を講じているなら
ば，望ましい効果はより大きいことがわかった。
　第８章では人口高齢化の2025年について，第７章で消費税は比例のまま行った標準偏差値の変更の
影響を，累進消費税としたケースも含めて比較した結果，ここでもxの標準偏差の低いケースほど資
本蓄積水準は高く，社会的厚生も高いことが確かめられた。労働所得税も利子所得税もゼロにして累
進消費税のみで全税収をまかなう，かなり極端な設定で見ると，K/L値の上昇は著しい。1995年の3.0
レベルに対して4.2以上になる。労働の稼得能力の分散を縮小する別途の対策の必要がますます明ら
かであり，具体的な対策については述べられていないが，人的資本形成とも関連して興味をそそられ
る。
　以上，書評にしては長すぎるほど，各章の手法を紹介してきた。それはこの本のシミュレーション
の結論が，「一人歩き」しないように，モデルの仮定，性格を踏まえて考えるべきだからである。ま
た岡本氏の，周到な工夫と苦心の一端を知ることが出来よう。岡本氏はこの本の出版後，次々にこの
モデルの拡充をされ，労働供給を内生化し，また移行過程の分析や，出生率が内生的に決まるモデル
への拡張もして，精力的に学会報告，論文発表をされている。最近，2013年６月号『フィナンシャル・
レビュー』（財務省総合政策研究所発行）の公的年金改革とその移行過程への政策提言を含む岡本氏
の論文を読み，Auerbach=Kotlikoffのライフサイクル一般均衡シミュレーションモデルが，ここまで
拡充できたのかと感嘆させられた。このモデルには財政赤字も導入されて日本の実態に近づけ，年金
の租税財源化で世代間の不公平が生じることへの対策（既に退職した世代が支払ってきた保険料への
補償など）まで含めたシミュレーションがなされている。
　ただ，現実の経済を見るとき，このモデルが一般均衡を基礎としているからであるが，資本市場の
均衡条件，供給される貯蓄はすべて生産関数が求める実物資本に等しいという条件が満たされている
のかという疑問が書評者には払拭できない。家計の貯蓄率は減少しているが，企業ことに大企業の内
部留保は巨額になっている。そして生産の場の実物資本増加への需要が伸びないため，それが金融商
品への投資に向かっていることから，雇用増加に結びつかないという，世界の先進各国が直面してい
る問題が，このモデルには反映されていないことである。しかしこのような問題を踏まえたシミュレー
ションモデルを構築するのは容易なことではない。現代マクロ経済学の根本問題に取り組むことにな
るであろう。岡本氏のこの本の熟読は，その場合の問題意識を鋭くすることは確かである。
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